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2東北大学災害科学国際研究所 沿革
• 2011年東日本大震災を受け、2012年4月設立
• 東北大学で最も新しい附置研究所
• 略称 災害研／IRIDeS（イリディス）

 国内外の関連機関と協力し、災害科学の知を創造・蓄積する。
知見を迅速に発信し、ローカル・グローバルに防災を実践する。

東日本大震災の経験・教訓を踏まえた基本理念

 東北大学の英知を結集し、被災地の再生に貢献する。
東日本大震災をはじめとする災害被災者の助けとなる。

 「仙台防災枠組2015-2030」をはじめとする国際アジェンダを推進し、
世界の災害被害の減少に貢献する。

ロゴマーク

「災」を上下逆転

＝災いを転じて福となす



3特色：学際性と実践性
・工学、理学、人文・社会科学、医学、防災実践の研究者が協力し世界最先端研究を推進する学際性
・レジリエント社会の構築と被災者への貢献を直接目指す実践性

教職員数 専任教員69名 組織構成

・専任教員：教授 24、准教授 23、講師 2、助教 18、助手 2
・全教職員 約200名（兼任、事務部、非常勤職員含む）



4主な成果例（研究・実践）
 東日本大震災をはじめとする
災害メカニズム解明

リアルタイム津波浸水予測システム

 特色ある文理連携研究  次世代防災システムの構築

 被災者・被災地支援



5国際アジェンダ等に関する時系列

●2017.11 第1回世界防災フォーラム＠仙台

●2019.11 第2回世界防災フォーラム＠仙台

●2023.3 第3回世界防災フォーラム＠仙台

●2015.3 第3回国連防災世界会議＠仙台

2015年制定国際社会の三大アジェンダ
仙台防災枠組（2015.03）

持続可能な開発目標SDGs（2015.09）

COP21パリ協定（2015.12）

●2023.5 仙台防災枠組中間評価 国連ハイレベル会合＠ニューヨーク

●2011.3 東日本大震災

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本学では、2011年４月、「災害復興新生研究機構」を設置し、復興・新生に向けた重点研究の推進と社会実装を進めてまいりました。さらに2015年７月には「社会にインパクトある研究」を開始し、重要な社会課題の解決を目的とした分野横断・学際研究の展開に至っております。奇しくも2015年は、仙台防災枠組、持続可能な開発目標SDGs、COP21パリ協定といった国際社会の三大アジェンダが制定された年でもあり、こうした動向に本学は軌を一にしています。そして一昨年からの新型コロナウイルス感染症、コロナ禍からの復興、世界の脱炭素化の加速を踏まえて、本学としては、「災害復興新生研究機構」復興アクション、「社会にインパクトある研究」、そしてコロナ禍からの復興と脱炭素化、言わばグリーン社会創造への挑戦を一体的に進めることとしました。



6仙台防災枠組2015年3月（2015-2030）

第3回国連防災世界会議（仙台）で採択、2030年までの世界の防災指針
 4つの優先行動

① 災害リスクの理解
② 災害リスクの管理
③ レジリエンス向上のための防災投資
④ ビルド・バック・ベター（より良い復興）

 7つのグローバル防災目標
 2030年までに、A 災害による死者数、B 被災者数、C 経済的損失、

D 主要インフラ被害を大幅に削減
 2020年までに、E 防災政策を有する国・自治体の数を増やす
 2030年までに、F 国際防災支援の強化、G 早期警報システムの拡充

【東北大学の貢献】
 ターゲットを明確化しエビデンスに基づく防災政策を推進することを主張
 各国で災害被害データを整備、その分析結果を防災白書として発行、防災政策の
高度化を図る

 そのために、UNDPと共同で「災害統計グローバルセンター」を設置。主として
途上国の防災政策立案を支援



7持続可能な開発目標（SDGs）の中心課題「誰一人取り残さない（ Leave No one  behind ）」

・持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development
Goals）

・2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継

・2015年9月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された
「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、
2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標

・17のゴール・169のターゲット

・「誰一人取り残さない（Leave No one behind）」ことを
誓っている



8情報通信



JST-産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）[2019FY-2024FY]

自律分散協調型直流マイクログリッドの全体最適化を実現する
電力・通信融合ネットワーク基盤技術の創出

http://web.tohoku.ac.jp/opera/en/

幹事機関︓東北大学 領域統括︓尾辻泰一教授

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
それではここで、災害研レジリエントE-ICT研究推進オフィスでのJST-OPERA事業への取り組みについてご紹介します。こちらに示しますように、災害に強く、持続可能で安心安全な社会インフラの創成をめざした大型国家プロジェクトであります。弊学：東北大学を幹事機関として、１３の民間企業、１財団と５大学機関の産学連携によるオープンイノベーションの創出を目指しています。



10電力と情報通信のネットワーク融合

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本プロジェクトの基本思想を一言で言えば、「電力と情報通信のネットワーク融合」　と言えます。フィジカル空間の超スマート化は、サイバー空間によるAI、量子コンピューティング、ビッグデータを駆使して果たされますが、２つの空間を繋ぐのは、従来、或いは現在においても、インターネットとして認識されてきました。しかし、人の身体に例えるならば、神経網と血管網が共存してはじめて生命たり得るように、エネルギー供給網が絶たれれば、情報通信は途絶します。電力と情報通信のネットワーク基盤の融合化を図ることにって、この致命的な脆弱性を本質的に改善しようとするものです。核心をなす技術は、自律分散協調制御によるネバーダイのネットワークアーキテクチャであり、これによって再生可能エネルギーの大量導入、ひいては、脱炭素化の促進と持続可能社会の実現に大きく貢献するものです。



11青葉山キャンパスに構築したテストベッドにより
R-EICTネットワーク実証基盤運用を開始！
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自律分散協調制御
による電力融通の
有効性を確認！

2023年4月28日プレスリリース︓https://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/tohokuuniv_press0428_03web_net.pdf

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
2019年10月に発足した本プロジェクトは４年目を迎え、様々な研究開発を推進してきました。こちらは、東北大学青葉山キャンパスに構築したR-EICT直流マイクログリッドのテストベッドです。今年４月にその運用開始をプレスリリースしました。稼働から１年以上が経過しており、既に、自律分散協調制御による電力融通の有効性を実証する多くの知見が得られています。こちらは、今年３月に国際学術誌Natureに掲載された技術広報記事を紹介しています。本OPERAの取り組みに対して多くの反響が得られています。



12DCグリッドのスケーラビリティと社会実装に向けたシナリオ

Post-OPERAOPERA
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コンパクトシティ

大規模施設等の
地域防災拠点化

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
2024年度末でOPERAプロジェクトは終了します。本OPERAプロジェクトは、世界的にも類を見ないこの革新的な取り組みですが、科学技術ならびに産業化でイニシアチブを取るためには、ポストOPERAの社会実装に向けたシナリオと技術ロードマップの策定、ならびに技術標準化戦略が重要となります。それらの展開を多角的な視点から検討し構想を重ねています。今後の展開・発展が大いに期待されるところです。



13公衆衛生学とは

公衆衛生学とは、組織的な社会の努力を通じて疾病を予防し、寿命を延伸
し、身体的、精神的、社会的健康を増進させ、リソースのより効果的かつ効
率的配分の増進を図る科学であり、技術である

Public health
is “the science and art of preventing disease, prolonging life and promoting
human health through organized efforts and informed choices of society,
organizations, public and private, communities and individuals.“

Winslow, Charles-Edward Amory (1920). "The Untilled 
Field of Public Health". Modern Medicine. 2: 183–191.

Disaster Public health
is "the science and art of preventing damage, prolonging life and promoting
human health before, onset, and after disaster through organized efforts and
informed choices of society, organizations, public and private, communities
and individuals.“
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日本人の防災意識は非常に高い（と思われる）。
が、まだまだ行動には移せていない。

防災意識と防災行動 知識、意識、行動の谷を埋める！

（納谷和誠他. 日本災害看護学雑誌 Vol.23. No.3. 2022）

4.5点
防災行動の平均点 ４点以下の低値群

48.1%

防災行動１．最寄りの避難場所がどこかわかる。
防災行動２．災害時、家族や知人などと連絡をとる方法を決めている。
防災行動３．非常持ち出し袋を準備している。
防災行動４．３日分以上の飲料・水を備蓄している。
防災行動５．災害時に情報を得るための手段を準備している。
防災行動６．家具を固定している。
防災行動７．災害の被害予測を地図化したハザードマップを見たことがある。
防災行動８．日頃から災害に関する情報が即座に得られるような準備をしている。
・「はい・いいえ」の2段階評価
・特典が高いほど防災に向けた行動が多い。
・南海トラフ地震被害想定地域に在住する4,917人を対象とした調査



15知識と意識。知識はあるが・・・

ここを
チェック2000年5月以前に建てられた住宅は耐震診断を受けましょう

1950年
建築基準法制定

旧耐震基準の住宅
耐震性に乏しく、

大地震時（震度6程度）の
危険性が高い

大地震で倒壊する
危険性が高い

1981年（6月）
建築基準法改正

新耐震基準の住宅
新耐震基準ではあるが、

2000年新基準を満たしていない
要素がある

要注意

2000年（6月）
建築基準法改正

現行耐震基準の住宅
基礎形状、壁の配置バランス規定、

柱の引き抜き対策
などもなされている

おおむね安心

高 低
リフォームの必要性

新耐震基準であっても、1981年から2000年に建てられた住宅については、厳密には現行の基準を
満たしていません。2000年以前の建物については、一度耐震診断を受けられることをおすすめします。
耐震診断を無償または低額で受けられる制度が多くの自治体で設けられています。

出典：日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（一部改変）
https://www.mokutaikyo.com/anshin/anshin03/



16熊本地震の教訓

出典：国土交通省 熊本地震における建築物被害の原因分析を行う委員会 報告書
https://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_000633.html
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17家具類の転倒・落下と「けが」

49.4%

36.3%

41.2%

36.0%

29.4%

40.7%

44.6%

29.2%

40.0%
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宮城県北部地震
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新潟県中越地震

福岡県西方沖地震

能登半島地震

新潟県中越沖地震

岩手・宮城内陸地震

熊本地震（一般住宅）

熊本地震（高層マンション）

近年発生した地震における家具類の転倒・落下・移動が原因のけが人の割合

出典：東京消防庁「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック 令和5年4月発行」（一部改変）
https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/hp-bousaika/kaguten/danger.html



18主要死因別にみた死亡率（人口10万対）の推移

公衆衛生学は、
痛くもかゆくもない人に

減塩や禁煙！

（人口動態統計）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
画像元｜厚生労働省https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai21/dl/kekka.pdf
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出典：たばこと塩の博物館（画像の使用許諾済）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
2023年4月4日11:27AM｜たばこと塩の博物館、学芸部学芸員の青木然様よりメールにて使用許諾および以下の回答あり。「（画像使用にあたり）特に申請やクレジットの表記等は不要」
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（注）「全国たばこ喫煙者率調査」は2018年調査をもって終了。2019年からは「国民健康・栄養調査」の「現在習慣的に喫煙して
いる者の割合」を使用したので厳密には接続していない。

（資料）日本専売公社・日本たばこ産業株式会社「全国たばこ喫煙者率調査」、厚生労働省「国民健康・栄養調査」

（％）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
「公益財団法人 健康・体力づくり事業財団」に掲載の数値をもとにグラフを作成https://www.health-net.or.jp/tobacco/statistics/jt.html



21日本人の食塩摂取量（1人1日当たり）

（注）1974年以前：みそ、しょうゆ、漬物、塩干魚、小麦製品の消費量動向から求めた「社会実情データ図録」推計値。
1975年以降：厚生労働省「国民健康・栄養調査」による。

（資料）厚生労働省「国民健康・栄養調査」、農林水産省「食糧需給表」、農政調査委員会編「改定日本農業基礎統計」
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
サイト名「社会実情データ図録」に掲載されている図をトレース・改変https://honkawa2.sakura.ne.jp/2175.html



22行動変容のステージモデル：Prochaska

無関心期 自分がリスクのある行動を取っているという自覚がない
「他に取るべき行動はない」と思っている 気づきと知識

関心期 いずれは行動を変える必要があるだろうと考え始める
「行動を変えたら、どうなるか」に関心 メリット強調

準備期 リスク行動から健康な行動への転換を図る
実行を促進する（阻害する）要因や環境があるか
行動計画の設定：無理なく難度を上げていく

実行期 健康な行動を実践する
モチベーションの維持、健康な行動の習慣化
実践状況の把握、自信を維持・向上できるサポート

維持期 健康な行動を継続する
阻害要因にうまく対処 行動変容による利得の認識

相手の心の状態を理解して、それに合わせた働きかけを行う
リスク・メリットの認識：遠い未来のことでなくリアルタイムで



23公衆衛生学は痛くもかゆくもない人々の行動を変容させてきた
健康意識と防災意識の向上：ポピュレーションストラテジーの例

（1）広報活動・環境整備
（例：メディアなどを通した広報活動、施設の禁煙・完全分煙、

遊歩道・公園整備、飲食施設でのヘルシーメニュー、など）

（2）自治体保健事業を活用して、広く介入
（例：健康教育など参加者への働きかけ）

（3）義務教育と連携
（例：小・中学校の児童・生徒や親への働きかけ）

（4）税・経済的誘導/インセンティブ・企業の取り組み
（例：タバコ税の値上げ、健康保険の保険料の差別化、

非喫煙者用保険商品、禁煙補助製品の販売）

（5）法令による社会通念の形成
（例：シートベル着用、未成年の禁煙・禁酒、自販機撤去条例、

生活環境条例（千代田区）、健康増進法、食育基本法）



24まずは伝え、その後さまざまな取り組みを

1812年に初版が発行されて以来、世界中で伝承されている。

三匹の子豚

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
イラストDL元：いらすとぷらす（商用OK、クレジット表記不要）http://illustplus.link-lds.com/illusts/1341
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出典：「健康日本２１～中間評価とこれからの健康づくり運動～」
https://www.kenkounippon21.gr.jp/kenkounippon21/shuppanbutsu/pdf/intro/panf.pdf
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出典：「健康日本２１～中間評価とこれからの健康づくり運動～」
https://www.kenkounippon21.gr.jp/kenkounippon21/shuppanbutsu/pdf/intro/panf.pdf

予防医学の根幹は、
保健師さんが担ってきた！
防災における活躍も期待！

予防医学の世界では、
アプリケーションや

ウェアラブルデバイスも



27Cyber避難構想：PHRと次世代避難

サイバー空間に開設される避難所

連結

連結

連結

連結

ローカル５Gによるエリアサービス
パブリック５Gとの連携によるデータベースの統合化

ローカル５G内サービス

避難所にいる人も、自宅避難している人も、
孤立しない・させない、デジタル対応

社会に必要な
プラットフォームを
実装したい！！

（©）2023 SUSUMU FUJII
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日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

東海地震

南海トラフ

東南海・南海地震

首都直下地震

約40年間隔で発生する宮城県
沖地震（今後30年以内に99%
の確率で発生）をはじめとして
切迫性が指摘

注）図中の線は、主要な９８の断層を
示したもので、日本には約２千の活
断層があるとされ、活断層による地
震はいつどこで起きてもおかしくな
いものとされている。

発生が懸念される主な大規模地震

確率論的地震動予測地図（基準日：2007年1月1日）
「地震調査研究推進本部地震調査委員会」等より作成

Ｍ７クラスの南関東で発生する地震は今後
30年間で70％程度の確率で発生

＜被害想定＞
死者：約11,000人、全壊家屋：約85万棟、経済損失：約112兆円

今後30年間でM8程度の地震が87％
（参考値）の確率で発生

＜被害想定＞
死者：約9,200人、全壊家屋：約26万棟、
経済損失：約37兆円

今世紀前半での発生が懸念
（今後30年間で東南海地震は
60～70%程度、南海地震は
50%程度の確率で発生）

＜被害想定＞
死者：約18,000人、全壊家屋：約36万棟、
経済損失：約57兆円

総務省消防庁HPより



29行動変容



30「誰一人取り残さない」ための 30

インクルーシブ防災について



31インクルーシブ防災セミナー 31

• 仙台防災枠組：障がい者や高齢者を含むあらゆる人の
ための防災（インクルーシブ防災）を進める

• さまざまな障がいのある方々が、災害発生時にどのよ
うな課題に直面するかに関し、理解を深めるセミナー
を開始

１）「医療的ケア児・者と災害」 ６月１９日(月)午後 実施済
協力：あおぞら診療所ほっこり仙台 院長 田中総一郎氏、

宮城県医療的ケア児等相談支援センター センター長 遠山裕湖氏、
当事者２名

２）「視覚障がい者と災害」 ７月１９日(水) 午後

３）「聴覚障がいと災害」 11月14日(火) 午後



32具体的なソリューション創出に向けて 32

目指す成果
すべての人を対象とした個別防災対策及び個別避難計画の策定

6月19日「医療的ケア児・者と災害」セミナーの様子

Nothing about us, without us



今後に向けて

 「インクルーシブ防災学」の確立：障害者、高齢者を含む“災害弱者”を「誰一人取り残さない」
個別防災対策、個別避難計画の策定。ここでもアプリケーションなどが活躍

 東日本大震災被災地の課題
南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下地震、気候変動

 「防災コミュニケーション学」の確立：ソフトウエア/アナログ
公衆衛生学の手法を生かし、保健と防災を融合させ、防災無関心層への働きかけて
今後の大規模災害に備えた一人ひとりの行動変容の実現：ソナエル、ニゲル

 仙台防災枠組が終了する2030年に向け、後継枠組として
「持続可能な開発目標（SDGs）」に防災が単独目標として盛り込まれることを目指す

被災された方々、今後被災しうる方々の助けになることを目指し、
社会の重要課題を見据え、東北復興と国内外の防災に取り組んで参ります

 「防災テクノロジー」の深化：ハードウエア/デジタル
より強靭な通信
PHRを用いたCyber避難所、ウエアラブルデバイスの災害時活用などを展開
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